
　
中国の浸透スピード

　「自由で開かれたインド太平洋
構想」は、日本だけの特許ではな
い。米国、オーストラリア、そし
て中国、東南アジア諸国連合
（ASEAN）もそれぞれの思惑で
インド太平洋構想を描いている。
その思惑を包み込む「厚い皮」の
部分が米国、日本、カナダ、豪州、
ニュージーランドなどで、思惑の
中心部はASEAN10カ国や太平洋
島嶼国である。その中心部へは、
外部からの政治的誘惑も多い。と
りわけASEANとの絆（政治的、
経済的）を深めようと、いろいろ
な形で仕掛けられている。
　今回は貿易関係を中心に、諸外
国勢力のASEANへの仕掛けを展
望しながら、ASEANを挟んでの
米中のつば迫り合いを展望してみ
たい。
　第１ラウンドとしては中国産ワ
クチンのA S E A Nへの提供
（2021年の輸出）が挙げられよ
う。まず、中国産ワクチンの輸入
比率順を見ると次の通りである。

（１）カンボジア（輸入比率
87.8％）、（２）ミャンマー
（71.1％）、（３）インドネシ
ア（65.2％）、（４）ラオス
（53.5％）、（５）フィリピン
（28.4％）、（６）マレーシア
（20.6％）、（７）ブルネイ
（15.4％）、（８）ベトナム
（9.5％）、（９）シンガポール
（7.7％）、（10）タイ（7.6
％）だ。輸入比率は、各国の医療
事情を反映していると見られる。
同時に、対中国ストレスの少ない
順番のようにも映る。
　第２ラウンドでは、2021年度
におけるASEANの対外貿易（輸
出）依存度を国別に追ってみよう。
ASEANの国別輸出状況がわかる。
　（１）ベトナムは①米国、②欧
州連合（EU）、③中国。（２）
カ ン ボ ジ ア は ① 米 国 、 ②
ASEAN、③シンガポール、④中
国。（３）タイは①中国、②
ASEAN、③北米自由貿易協定
（NAFTA）、④米国。（４）フ
ィリピンは①ASEAN、②中国、
③日本。（５）マレーシアは①

ASEAN、②中国、③シンガポー
ル、日本。（６）シンガポールは
①アジア、②米国、③EU、④オ
セアニア。（７）インドネシアは
①中国、②ASEAN、③米国、④
EU。（８）ミャンマーは①中国、
②タイ、③日本、④インドだ。
つまり、対米貿易ではベトナム、
カンボジア、シンガポール諸国が、
対中貿易ではタイ、フィリピン、
マレーシア、インドネシア、ミャ
ンマー諸国が深く関わっているこ
とがわかる。

ASEANの構想

　さらに、コロナ禍前の2019年
と2021年の第１～３四半期の相
手国別シェアの変化を比べてみる。
対米輸出は13.0から15.1％へ、
対中輸出は14.3から15.9％へ増
加傾向にあり、貿易面では対中依
存度が高まっている。他方、
ASEANにとってEUは中国、米
国に次ぐ貿易・投資の良きパート
ナーであると見られているものの、
対EU貿易はASEAN域内、対日
本と同様輸出入共にシェアを下げ

ている。
　こうした全体の動きを見ると、
やはり経済面でも中国の存在は大
きいことが明らかになってくる。
特に大陸部ASEANのタイ、ラオ
ス、カンボジア、ミャンマーは隣
接する中国との関係を重視してい
る。中国との国境貿易は、地域民
族の生活にとってかけがえのない
存在になっているからだ。
　その意味で、海洋部ASEANの
フィリピン、インドネシア、マレ
ーシア、シンガポールとは地域的
に異なる生存条件を有していると
言っても過言ではない。だから、
ミャンマー軍事政権や南海問題も、
海洋部と大陸部は時々異なる動き
を見せることがある。
　一方、ASEAN域外に向かって
は常に一致団結している。とにか
く欧米はじめ中国など大陸に囲ま
れたASEAN諸国にとって「団
結」が最大の武器であることを、
身をもって体験しているからであ
ろう。たとえば、ウクライナへの
ロシア侵攻を非難する国連決議で
も、ベトナムはインドと共に反対
票を入れる。ベトナムでは対米戦
争時代に裏からソ連の支援を得て
いたから恩義がある。また、カン
ボジアのように東シナ海、南海の
領海線引きでASEAN仲間のフィ
リピン、ベトナムを横目で見なが
ら、中国にとって有利な動きを見
せる国もいる。それでいて、最終
的にはASEANの団結を守る。そ
こには、日本では考えられない
ASEAN独特の戦略が見られる。
　こうした環境の下で、日本の提
唱するインド太平洋構想が、どれ

ほど実現性があるか、まったく定
かではない。ASEANには2019
年６月にインドネシアなどが中心
になって練り上げた「ASEANイ
ン ド 太 平 洋 ア ウ ト ル ッ ク
（AOIP）」がある。それは、大
国間の緊張が高まる地域情勢の緩
和を対話や協力、友好関係の増進
という、いわば“ASEANの中心
性”が支える「インド太平洋」の
提唱である。

インド太平洋構想の動向

　日本のインド太平洋連携では表
向き“対中牽制”ではないと言う
ものの、狙いは中国排除のインド
太平洋連携であることは明白であ
る。これに対して、ASEANのイ
ンド太平洋連携構想は、中国を排
除しない、ASEAN中心性を唱え
た連携構想である。
　欧米諸国はASEANなしのイン
ド太平洋構想はあり得ないので、
ASEANの構想に寄り添うように
なってきた。すでに豪州はAOIP
の実施を含むASEANとの協力に
約１億2,400万豪ドルの支援を約
束。インドとASEANは平和、安
定、繁栄のためのAOIPに関する
協力について共同声明を発表した。
　2020年、日本もAOIP支持を
表明。日本の「自由で開かれたイ
ンド太平洋」とAOIPは基本的原
則を共有するものとして、
ASEANの諸原則を支持し、
AOIPの４つの分野（海洋協力、
連結性、持続可能な開発目標、経
済協力）とのシナジーを強化する
ことなどが謳われた。
　なお、AOIPでは、中国市場も

加えた巨大連携構想へ進展する流
れも見えている。ただ、今はウク
ライナ―ロシア戦争中ということ
があって、構想が大きかろうと小
さかろうと、巨大なインド太平洋
構想は「夢遠し」の観もある。と
はいえ、今日、ASEANの力量は
日増しに拡大している。2015年
12月に宣言されたASEAN経済共
同体（AEC）は、2025年までに
達成すべき青写真を提示している。
たとえば、物品貿易に加えて、投
資、サービス分野の自由化など多
岐にわたっている。とにかく、
ASEANは上記のASEAN経済共
同体とともにASEAN政治・安全
保障共同体（APSC）、ASEAN
社会・文化共同体（ASCC）とい
った三本柱で構成された多面的な
地域共同体の形成を目指している。
ASEANの力量が日増しに増大し
てきているのを見るにつけ、
ASEANはアジアの大きな地域勢
力として成長していくことは間違
いないと思う。

ASEANの今日的な力量
米中のつば迫り合いを展望
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ミャンマー・ヤンゴン市民にとって大きな存在である「シュエダゴ
ン・パゴダ」＝2004年12月筆者撮影 



フィリピンの首都・マニラ市街地の眺め。遠くまで高層ビルが並んでいる。フィリピン経済は周辺のASEAN諸国と比較して
コロナ禍からの景気回復が遅れていた。しかし、2022年の国内総生産（GDP）がコロナ禍の影響が及ぶ直前である2019
年末時点より数値が上回るなど、同国経済はマクロ面でコロナ禍の影響を克服し始めている＝写真提供：インスタリム

特集 ビジネスこそ成長のカギ
多様化する海外展開支援とその課題

　人口減少に伴い、縮小傾向にある日本市場。人口増加と経済成長が見込まれる開発途上国の市場
はチャンスと成り得る。ユニークな技術やアイディアを有する日本企業の進出は、途上国が直面する
開発課題の解決や、経済のさらなる成長の後押しにもつながるだろう。
　多様化する公的支援や、その活用例などを紹介しつつ、民間企業の海外展開を「国際協力」の一環
で行う意義を考える。

1．挑戦の事例
　　オリオン機械（株）⇒タイ　
　　老舗メーカーが挑む 酪農環境改善
　　インスタリム（株）⇒フィリピン／インド　
　　新進気鋭のスタートアップが義足普及に挑戦

2．ビジネスの新潮流
　　注目は工場進出から輸出・合弁事業へ

3.ODAの役割
　　基盤整備が民間投資を後押し
     デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社（DTFA）
     インフラ・公共セクター 国際開発日本リーダー／パートナー　辻本 令氏
　　“大義”に基づく事業を

海外展開支援スキーム一覧

1．1．挑戦の事例挑戦の事例挑戦の事例挑戦の事例挑戦の事例

海外展開支援スキーム海外展開支援スキーム

挑戦の事例挑戦の事例挑戦の事例挑戦の事例挑戦の事例
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ビジネスこそ成長のカギ～多様化する海外展開支援とその課題1 挑戦の事例

求められる日本の協力

　産業機械のほか、牛の乳を搾る
搾乳機や牛乳を冷却保存できるバ
ルククーラーといった酪農機械を
製造するオリオン機械（株）は、
タイやインド、中国などにも生産
拠点を構える。
　タイでは近年のインバウンド需
要の増加に伴って、食生活の多様
化や嗜好の欧米化が広がり、牛乳
や乳製品の需要が伸びている。タ
イの酪農業の発展は、プミポン・

アドゥンヤデート前国王が1960
年代にデンマークへ訪問したこと
が契機だった。長く、欧州の協力
を得ながら酪農技術の促進を図っ
てきたが、天候の違いから欧州生
まれの牛はタイの環境になじめな
いという課題もあった。
　このことから、よりタイの状況
に近い国を手本としようと考えた
タイ政府側は、日本に協力を求め
た。話を聞いた農林水産省から、
日本で唯一の酪農機器メーカーで
あるオリオン機械が、タイでの事

業について打診を受けたという。
　オリオン機械も、国内の酪農市
場の成長が鈍化傾向にある中、中
国や台湾などへの進出を果たして
きたが、東南アジア諸国連合
（ASEAN）へはまだ足を踏み込
めていなかった。そこで、まずは
産業機械の拠点があるタイに進出
することを決めた。その際に国際
協力機構（JICA）の中小企業海
外展開支援の「普及・実証事業」
を使い2017～19年にかけてタイ
で事業を行った。

品質と生産性の向上を後押し

　タイ側の課題は、牛乳の品質と
生産性が低いことだった。前者の
要因は、搾乳や保存、販売管理な
ど各工程でみられたという。たと
えば、搾乳後の生乳を運搬する際
に冷却されていないことや、その
運搬に必要な保冷機能付きタンク
ローリーが普及しておらず、生乳
中の細菌が増殖もしくは腐敗する
リスクが高く、牛乳や乳製品の食
中毒発生の大きな原因となってい
た。また、タイの酪農家の多くで
は、搾乳工程は機械化しているが、
その前後の工程は手作業で行われ
ており、酪農家の作業負担が大き
い。そのため、非効率的で生産性
が低いという現状があった。
　そこで、同事業では、オリオン
機械の搾乳機と生乳冷却機をタイ
のカウンターパートである農業・
協同組合省畜産振興局（DLD）
管轄の３つの牧場で試験的に導入
し、生乳の品質向上と作業効率の
改善への効果を検証した。
　２年にわたり実証事業を続けた
オリオン機械が最も苦労したこと
は、「常識の違いだった」とグロ
ーバルビジネス推進室室長の金子
亨氏は言う。日本では、搾乳は所
定の時間で終了させる。一方タイ
では、乳房内の乳を最後まで搾り
きろうとするという。しかしこの
やり方では、際限なく搾ることに

より乳頭を傷めてしまい、乳房炎
などの疾病の発生で生乳の量が減
ってしまう。「口で説明しても日
本人がいなくなったら、また元の
やり方に戻ることもあり、なかな
か理解してもらえなかった。その
ため、実際に両方のやり方で搾乳
して、目に見える形で量を比較す
ることで納得してもらえた」と金
子氏は話す。

成功の秘訣は強い信頼関係

　機械導入による効果は明らかに
表れた。全ての牧場で、指標とす
る細菌数、体細胞数、作業時間の
３項目が改善された。成功の要因
は、「DLDと強い信頼関係を築
けたこと」と同社は分析する。金
子氏は「DLDの職員たちから酪
農界の環境改善に取り組みたいと
いう強い意識を感じ取れた。その

熱意に応えようと、われわれの持
つ技術と情報を開示して全面的に
支援し、良い関係を築けた」と話
す。そして「JICAには、当初は
資金面の支援にしか期待していな
かった。だが、JICAの知名度は
海外でも高いため、大臣クラスの
人々に話を通すことができたのは、
とても大きなことだ。自分たちで
やれば、担当者レベルで話すこと
しかできなかったかもしれない」
とJICAのスキームを受けたメリ
ットを語る。
　一方で、「JICAには企業側に
事前の心構えをもう少し話してほ
しい。たとえば、自分たちが上か
ら目線でやらずにカウンターパー
トと対等な立場であるなど基本的
な内容を教えてほしい」と金子氏
は話す。JICAをはじめ、さまざ
まな支援を受けて海外展開する企

タイの酪農家がオリオン機械の搾乳機を使い搾乳している＝本文写真は全てオリオン機械提供

導入した機械についてタイの酪農家たちに説明している様子

2023.2　国際開発ジャーナル 19IDJ　February 202318

支援上限金額：
１億円～２億円

支援額 備　考

2022年に制度改編、現在は普及・実証・
ビジネス化事業に加えビジネス化実証事業も実施

概　要

技術・製品やビジネスモデルの検証・普及活動を
通じ、ビジネスプランを策定する

各機関HPを参考に本誌編集作成。情報は2023年1月時点のもの

JICA

実施機関名
■オリオン機械（株）が使用した支援制度

オリオン機械（株）⇒タイ

老舗メーカーが挑む 酪農環境改善
信頼感とサービス力を武器に世界で勝負


